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はじめまして。樫八重法律事務所ではこのほど事務所通信を発行すること

にしました。法律事務所の仕事内容を皆さんにご理解いただき少しでも身近な

存在になれますよう、暮らしに役立つ様々な情報を発信していきたいと思いま

す。 

 樫八重法律事務所は、宮崎市の中心地デパート前交差点のビル 6階にあります。

ここは行きかう車の音やデパート前での街頭演説などが聞こえ、活気あふれる場

所です。これからは、夏まつりや夏季休暇で人通りが多くなります。人々のエネ

ルギーを感じ、暑い夏がますます暑く楽しくなります。一緒に盛り上がりたいで

す。 

 

ご相談は電話にてご予約下さい。秘密は厳守されます。毎週土曜日は無料

相談日です。また、法テラスを利用すれば同一問題につき 3 回まで無料相談

がうけられます。事務所までご相談下さい。 

 

当事務所のホームページができました。どうぞご覧下さい。  

http://www.kashiyae-lawoffice.com/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夏がきた～♪♪ 

梅雨が明け、抜けるような青空が広がり、 

    今年も暑―い夏が来ました。蝉しぐれ・う 

ちわ・祭り・花火・海水浴・スイカ（笑顔） 

・・・わくわくの楽しい夏にしたいですね。 

     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

樫八重総合法律事務所 通信 №1  平成 26 年 春号 

宮崎市橘通り東 4 丁目 1 番 2 号 Fax0985-27-2669 

℡0985-27―2558   

樫八重総合法律事務所 通信 №1  平成 26 年 夏号 

宮崎市橘通り東 4-1-27 小村ビル 6 階 Tel:0985-27-2558  Fax:0985-27-2669 

E-Mail: kashiyae-lawoffice@office.made.ne.jp  

 

  KKKaaa ssshhhiii yyyaaa eee    nnneee wwwsss   

   
   

      

2014 年 

夏 号 

http://www.kashiyae-lawoffice.com/


    ～身近な法律問題 Ｑ＆Ａ～ 

Q1 過払い請求の際、契約書・領収書などの資料がなくても相

談ができると聞きましたが、大丈夫でしょうか？ 

 

A1 はい、大丈夫です。貸金業者に

は取引履歴の開示義務があるため、弁

護士が請求をすると大多数の貸金業

者は取引の一番最初から履歴を開示

してきます。そのため、資料がなくて

も貸金業者からの開示した資料によ

り、過払い請求をすることが可能にな

ります。但し、「資料を破棄して保管していない。」などの理由で開示

を拒む貸金業者もいるため、資料はあった方が確実です。 

 尚、相当の理由がないのに開示請求を拒んだ貸金業者は、100 万円

以下の罰金に処され、1 年以内の業務停止もしくは貸金業の登録取り

消しなどの行政処分を受ける事が貸金業法に規定されています。 

 

Q２ クーリングオフについて。期間が過ぎたらどうすること

もできないのでしょうか？ 
 

A２クーリングオフとは、してしまった契約をなかったことにできる

（契約解除）制度です。クーリングオフができる期間は、訪問販売・

電話勧誘販売・訪問購入・特定継続的役務提供が８日間。連鎖販売取

引・業務提供誘引販売取引が２０日間ですが、期間が過ぎた場合でも

次のような場合はクーリングオフができます。①受け取った書類が、

法律で決められた通りにクーリングオフについての注意書きをしてい

ないなどの不備がある場合。②事業者が、「クーリングオフはできない」

と噓を言ったために、できないものだと誤解をして期間をすぎてしま

った場合。③事業者が、クーリングオフをさせないよう、威迫したた

めに、困惑してしまって期間を過ぎてしまった場合。期間が過ぎても

クーリングオフができる場合がありますので、あきらめずに対応して

下さいね。 

 

 

 

Q３ 夫との離婚を考えています。弁護士に依頼した場合の費用

や解決するまでの流れと時間について教えて下さい。また仕事を

していてなかなか平日に相談に伺う時間が作れないのですが、対

応してもらえるでしょうか？ 

 

A３ 離婚する際には、それぞれの実情によって、子どもの親権や養

育費・慰謝料・財産分与・未成年の子どもとの面接交渉など様々な問

題が発生します。 

弁護士費用については、事件の内容によって異なりますが、まず着

手金（着手金とは、結果に関係なく弁護士に支払う弁護士費用の一

部です）、問題解決後の報酬金の支払いとなります。 

ご主人とはまず弁護士を通して話し合いをし、合意ができない場

合は裁判所に離婚調停を申し立てる事になります。その場合はおお

むね半年から１年かかり、また事件が複雑な場合にはそれ以上の時

間を要することもあります。裁判所の調停には、ご本人が裁判所に

出席していただかなくてはいけません（民事審判規則第 5 条）。 

調停はだいたい１ヶ月に 1 度のペースで行われ、1 回の調停は半日

（午前 9 時から 12 時、もしくは

午後 1 時から 5 時など）かかり

ます。約 1 ヶ月前には日程をお

知らせしますので、事前に時間

の調整をお願いします。ご本人

に体調の不安があるなどやむを

得ない理由があって出席できな

い場合には弁護士のみが出席し

ますが、離婚調停の時には必ず出席していただく必要があります。 


